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１．はじめに

現在，環境問題の解決に向けて，環境政策，環境科

学，社会の啓蒙など多方面からの努力がなされている

が，とりわけ環境教育は，学習者の環境に対する認識

を持続的，長期的，かつ未来指向的に変化させるとい
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　School environmental education is viewed as fundamental in solving environmental issues, while also playing a role in the life-
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う点で，環境問題の根本的な解決のために有意義であ

るとされ，重要視されている。

本研究は，このような環境教育に対する時代的要請

の下で，これまでの環境教育の内容と範囲を検討し，

環境教育の目標に効果的に到達するための体系を再構

成する基礎として環境倫理教育を設定し，これを強化

することが不可欠であることを明らかにする。

２．学校環境教育

２－１　学校環境教育の基本戦略と役割

環境教育は，国家や政府の次元よりも地球規模で

の持続的な努力によって発展してきたということが

できる。そして，多くの国がリオデジャネイロ会

議で提示された「環境的に健全で持続可能な発展

（Environmentally Sound and Sustainable Development:
ESSD）」の概念を学校環境教育の基本戦略として採択

している。持続可能な発展の概念は，ディープ・エコ

ロジー（deep ecology）や生命中心主義のように，生

物圏と生態系を優先する概念ではなく，より現実的

に，経済発展と自然資源保全を共に重視し，両者の均

衡と調和を目指すものである。また，持続可能発展の

理念では，各種の不均等が持続可能な発展を阻害する

深刻な要因であるという問題意識が根底にあるため

に，公平性を強調する。そのため，ESSDの概念には，

環境倫理的性格が一層強化されて現れている。ESSD
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概念は人間中心的立場ではあるが，学校における環境

教育に関して言えば，学校教育は常に現実の社会情勢

に適合的なカリキュラム編成を求められるので，その

基本戦略としては，全体論的人間中心主義を採用する

のが適当であろう。この点については追って明らかに

する。

学校環境教育に関する研究が進展する中で，学校環

境教育の目標が「環境素養人の育成」であるという見

解に異論を挟む余地はなくなっている1）。ここでいう

「環境素養人」とは，「環境問題と環境争点に関する知

識，技能，価値観及び態度を備え，環境問題の解決に

参加できる能力を持つ市民」を意味する。つまり，環

境素養人とは，単なる環境問題に関する知識だけでな

く，環境問題に関わる争点を取り巻く多様な意見や立

場を分析，総合し，環境的に責任ある意思決定と行動

をしようとする価値観と態度を持つ人をいう。よっ

て，環境倫理教育は，学習者の人生の中で成り立つ時，

つまり学習者の学習過程が人生と統合された時，初め

てその効果を期待することができる。環境倫理教育と

は，人間と環境との関係を理解して，生命が持つ内在

的価値を認め，人間の固有な生活を維持しながら環境

を保全するという相互作用に関する教育だということ

ができる。環境問題の根源が人間の環境に関する誤っ

た価値観と態度から始まるとするならば，環境倫理教

育はそれらを元から是正する最も効率的な方法である

という点で重要である。環境倫理教育は，人間と環境

全体の関係との相互作用を理解させることで，生態学

的な均衡維持の必要性を理解し，環境問題の解決策を

用意するために自覚的な関心を持ち，刺激を受けて，

そして自ら環境の改善の責任を負おうとする市民を啓

発するためのものである。２)
したがって， 現在の学校

環境教育も環境倫理教育を含んでいるが，環境倫理教

育の比重をさらに高め，強化していかなければならな

い。

しかし，学校環境教育と環境倫理教育が別に存在す

るということではなく，両者は密接に関連している。

つまり，学校環境教育は，環境倫理を土台として成立

しなければならず，環境倫理は環境教育に一定の理論

的枠組みを提供するべきであり，互いの内容の中に自

然に入り込んでいなければならない。ただ，このよう

な前提は学校環境教育の目標と，環境倫理教育の目標

が同一であることを意味するものではない。学校環境

教育と環境倫理教育はそれぞれの固有な目標と役割が

あり，これらが有機的に結びつく時，学校環境教育が

効果的になるはずである。

２－２　学校環境教育の制約要因

２－２－１　教育外的要因

まず，教育外的要因の中で最初に挙げることができ

るのは，今日の社会全体に広がっている成長指向的パ

ラダイムの問題である。多くの環境学者は，このパラ

ダイムを克服し，生態中心的パラダイムに移行すべき

だと主張している。生態中心的パラダイムの追求は，

価値体系面で新しい学校環境教育を必要とする。

第二の要因としては，今までの成長によってもたら

された不均衡の問題と，これによる無差別的成長と発

展指向の教育体系を挙げることができる。どのように

すれば，均衡成長もしくは有機体的成長体制へと移行

できるかという問題が，環境教育が直面する課題であ

るといえる。３)

第三の要因は，個人や社会全体の環境に関する価値

観の問題である。環境問題の前提として，国家間，種

族間，階層間，個人間などに見られる無数の価値の相

克と不調和が存在しており，価値の多様化が，共通の

環境指針と行動規範の設定を制約している。

第四の要因は，環境問題の時間的・空間的限界であ

る。一般的に，問題の空間的な幅が大きければ大きい

ほど，また時間的な幅が長ければ長いほど，その問題

の解決に関心を持つ時間は少なくなる。環境問題は，

国家，地域を超越して広範囲に，また長期的に発生し，

発生と被害との間に時間･空間的に差があることにな

るため，人間の関心を集めにくい。この要因は，学校

環境教育が問題に接近する入り口と方法論を決定する

ことを困難にしており，結果的に環境問題に対する無

関心を助長している。

第五の要因は，学校環境教育のための親環境的教育

環境の造成が不十分で，身体的な感覚を行動へと結び

つけうる条件が不足しているという点である。NGO
等が協力する生態体験学習等が特別学習であって，非

連続的な教育活動に過ぎず，また，教育当局の関心と

熱意の不足でこうした経験学習でさえも十分に実施さ

れないのは，大きな問題であるといえる。

第六の要因としては，教育効果の長期的性格が挙げ

られる。環境教育の効果が環境問題の解決として現れ

るためには長い時間が必要である。現在の経済論理

は，費用の投入後すぐに効果が発現することを求めて

いる。これに対して，教育は，その経済効果が発現す

るまでに長い時間がかかるため，国家の学校環境教育

に対する投資は不十分にならざるをえない。

以上で指摘した要因の他にも，学校環境教育を制約
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する外的要因は多く存在する。しかし，何よりも大き

な問題は，学校環境教育に対する国家の意志の不足で

あるといえる。

２－２－２　教育内的要因

学校環境教育を制約する問題点としては，教育外的

要因が非常に大きいが，内的要因も無視できない。教

育内的要因の中で最も大きい問題は，大学入試中心の

学校教育である。それによって暗記式の知識教育が先

行し，大学入試と直接関連がない環境教育は遅れてし

まう。

第二の要因は，学校環境教育が多様な教科目で分散

して実施されるため，学校環境教育の目標体系が重

複，脱落し，教授内容の比重や取扱方法などが明確に

体系化されていないことである。このため，各教科，

学年，学校間の連係性を活用できないだけでなく，同

じ環境教育目標であっても，それを扱う人の再解釈や

変換を経ることによって，本来の目標が変容し不明確

となる場合もあり，教育実践の方向性が失われる恐れ

がある。４)

第三の要因は，学校環境教育の教授 -学習理論にお

いて探求学習的アプローチが不足しており，多様な教

育内容とプログラムの開発が不足している点である。

環境問題は問題相互の関連性，時間的・空間的広がり，

自己中心性などの多様な特性と構造のために，そのア

プローチに関して，見解が一致しない場合が多い。５)

第四の要因は，中･高等学校水準における学校環境

教育の連携が不足し，環境問題を扱う科目間，そして

科目内においてさえ矛盾する部分が多い点である。教

授内容が重複あるいは脱落するなどの問題点も指摘で

きるほか，環境に関する知識が主となっている反面，

価値観に働きかける教育が不足している。６)

第五の要因は，学校環境教育で環境倫理領域の教育

を度外視しているという点で，最も深刻な問題であ

る。学校環境教育は健全な環境倫理を土台にして成立

しなければならず，環境倫理は学校環境教育に一定の

理論的枠組を提供するべきであり，これらは内容的な

相互浸透が図られなければならない。

３．環境倫理教育

３－１　環境倫理の方向とその批判

そこで，環境倫理教育が占める役割と比重が大きく

ならなければならない根拠と，環境倫理教育のための

道徳的準拠と価値観に据えるべき環境倫理観に関する

議論が重要になってくる。

環境問題に対するアプローチは，一般に環境危機を

招く原因に対する分析と解決態度により，「科学・技

術的接近」と「倫理的接近」に分類することができる。

これまで，環境問題に関するアプローチは，主に科

学・技術的観点から環境危機の実態を把握し，その原

因と解決策を模索する方向で成り立ってきた。これは

科学と技術工学に対する楽観主義的観点と関係がない

わけではない。しかし，共通に主張されているのは科

学と技術に過度に依存するのは非常に危険だという観

点である。その理由は，技術が非常に複雑だというこ

とと，科学が多くの人々が想像するほど価値中立的で

はないという事実にある。

環境問題を科学・技術的側面で理解し，解決しよう

とする試みは根本的な解決策にならない。なぜなら，

複雑な実際の状況下では，最終選択が環境に対する価

値よりは，現実的な経済的利益を判断材料にして決定

される傾向が強いためだ。もちろん，すでに破壊，汚

染された自然環境を復元するためには，科学技術が必

要であるし，第三世界の深刻な飢餓と貧困の問題解決

や地域的な所得格差解消などの経済的要求を無視する

ことはできない。しかし，科学技術的に環境をとりも

どす作業を遂行する場合でも，いかなる観点からこの

作業をするのかは大変重要な論点である。環境に対す

る基本的な態度と価値観の変化が伴わない限り，どの

ような環境問題に対する接近も，一時的で形式的なレ

ヴェルに留まることになるだろう。環境問題の根本的

な解決のためには，問題の深層に倫理的・道徳的な問

題が位置するという事実に対する認識と，環境に対す

る倫理的接近が何より重要である。

もちろん，現代人の多様な価値観と世界観を比較す

る時，すべての人々が合意できる環境倫理の原則を確

立することは，容易なことではない。したがって，環

境哲学または環境倫理学の一つの役割は，環境政策中

に隠された価値と関連した過程の意味を明らかにする

ことだと，デジャルダンは主張している。７)

1960年代以後，これまで展開されてきた環境倫理

学の主要な潮流は，大きく二段階に分けることができ

る。第１段階は，1960年代中盤から1970年代序盤ま

での環境破壊と環境危機に対する診断と反省の時期で

あり，主に人間中心的な倫理に起因した環境問題の弊

害を告発する段階であった。第２段階は，1970年代中

盤以後の主要な傾向として，環境倫理学が伝統的な倫

理学の枠組から脱却し，独自の哲学的・倫理学的領域

を備えるための多様な接近を試みる時期であった。こ
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の段階は，動物解放論と生命中心主義，またはディー

プ・エコロジーがその中心をなしており，これらを非

人間中心的環境倫理と呼ぶことができる。８)

３－２．学校環境教育のための環境倫理

現在においても，人間中心的環境観を克服し，非人

間中心的環境観を指向しようとする努力は続けられて

いる。しかし，このような論争の中にあって，学校環

境教育のための，一貫した適切な準拠としての合意点

が必要とされることも事実である。また，学校環境教

育は，社会環境教育とはその形態と方法が異なるた

め，社会環境教育のための環境倫理をそのまま適用す

ることには一定の留保を加えねばならない。

生徒たちに健全な民主社会を構成する市民として備

えなければならない知識と教養を習得させることに

よって，彼らを社会共同体の一員に成長させるという

学校教育の役割から環境倫理教育の機能を類推してみ

れば，環境教育は，環境に関する知識と一定の態度を

習得するようにして，生徒を，健全な環境共同体の一

員に成長させるようにするという役割を担うことにな

る。したがって，環境倫理教育に含まれなければなら

ない第一の目標は，環境共同体意識の育成と，国際理

解への意識の涵養である。

我々は，地球の構成員として生命共同体意識を持

ち，地球環境問題は全地球的な問題であるという認識

を持つ必要があり，「私の周辺だけ，我が国だけきれ

いならば良い」という，個人中心主義的・自国中心主

義的な認識から脱却して，共同体的な倫理意識を持た

なければならない。地球環境問題は，オゾン層の破壊，

地球温暖化，酸性雨，海洋汚染，廃棄物の国際的移動，

砂漠化，熱帯雨林の減少，野生生物の種の減少，開発

途上国の公害など，実に多様である。これを大きく二

つに分類すると，一つは，工業先進国を中心として，

経済活動水準が高まった結果による環境悪化が国境を

越えて地球全体の問題になったものであり，もう一つ

は，貧しい開発途上国における貧困と人口増加を背景

に，環境問題を配慮しなかった人間活動が作り出した

地球規模の問題である。したがって，生徒たちにも，

国家中心的主権という概念を乗りこえて，地球のすべ

ての人類が共同運命体であるという意識の発達を促す

ことが必要であり，そうした意識を土台にして，拡大

する世界的相互依存性を扱う国際理解教育・学校環境

倫理教育のカリキュラムの構築が急がれなければなら

ない。

第二に，学校環境倫理の設定のために考慮されなけ

ればならない項目は，環境教育的次元における役割で

ある。環境教育は，環境に関する理解を深めて，環境

保存のための生態中心的思考に転換するよう，科学的

知識だけではなく，社会･文化的価値観を教育するこ

とを含む。したがって，環境倫理教育は，既存の意識

枠組から新しい意識枠組に転換する根拠を提供しなけ

ればならない。

第三に，倫理教育の次元において，学校環境教育の

前提とされなければならない要素は，親環境的価値観

と態度の育成である。環境問題は，環境に対する知識

を多量に獲得して，その原理を理解することだけで解

決されるのではなく，環境に対する価値観と態度の根

本的な変化を土台に，これを実践に移すことによっ

て，徐々に解決が可能となると言える。したがって，

環境倫理教育の内容は，親環境的価値観や生態学的世

界観を指向する価値観を持つように，構成されなけれ

ばならない。

現在の環境危機を克服できる最善の代案は，生の様

式と意識の世界を含んだものである。それは，人間の

生自体を，生態中心主義に転換することである。問題

は，現在人類が享受しているすべての物質的・文化的

恩恵を放棄して，より一層，生態中心的な世界へ還帰

すべきであるという提案に，どれだけの賛同がえられ

るかということである。だからこそ，学校環境教育の

役割は，より一層大きいと言える。なぜなら，学校環

境教育を通じて，そして，環境倫理教育を通じて，こ

のような価値観と態度の変化を促すからである。そこ

で，学校環境教育のための環境倫理について，これま

での環境倫理学上の論争において提示された諸徳性を

体系化し，学校で教えるにあたっての方法や方向を検

討することが重要であると言える。

学校環境教育のための環境倫理は，学校教育の役

割，環境教育の目標，倫理教育の機能を全て備えたも

のでなければならない。同時に，これに相応する諸徳

性を含まなければならない。すなわち，広義には環境

教育と倫理教育という本来の任務を遂行しながら，狭

義には学校教育という制度的枠組と範疇を維持しなけ

ればならない。環境倫理教育が学校教育の枠内に受容

されるためには，特定の環境論の支持だけでは存立が

難しいということに留意する必要がある。人間中心的

接近とは，人間だけが道徳的権利の主体で，環境は道

具的価値だけを持っているという態度をいい，非人間

中心的接近とは，人間を生命共同体の一員と見なし

て，道徳的権利主体の範囲を，すべての生態系に拡大

することを主張する立場である。どれか一つの環境論
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だけに依拠していては，学校環境倫理のための倫理的

土台を構築することは不可能なので，学校環境倫理

は，生態指向的価値と思考を土台に，自然と人間の共

存を追求する全体論的生命中心主義と，最小限の人間

中心的接近を結合した全体論的人間中心主義によっ

て，その核心を形成する必要がある。

４．韓国の学校環境教育

４－１　韓国の学校環境教育

韓国における環境教育は，第３次経済開発５か年計

画の進行過程において，環境を考慮しない開発によっ

て環境破壊と汚染問題が発生し始めた1960年代中盤，

「環境教育」の用語が広く使われ始めた時期に，その

端緒を持つ。９)

韓国の環境教育の性格として，①私たちの日常生活

に現れる様々な環境に関する問題点を捜し出し，きれ

いな環境を守る方向への改革を図る信念を持つように

すること（生態学的原理の強調・適用，環境問題の原

因を探り，正確な判断，正しい解決方法を決定するこ

と），②きれいな環境を保存するために，様々な環境汚

染の減少，総合的な国土の利用および開発計画，そし

て他の環境保全に必要なすべての技術的要求を解決で

きる専門家を訓練させること，③私たちの社会全体が，

人間と環境の関係に対するより正しい理解を獲得し，

環境問題の切迫性を認識するようにすること（変化主

体としての自己の重要性の自覚），④環境問題は，地球

全体に影響を与えるため，全世界的な合意と，それへ

の対策が施行されること，以上４点が挙げられる。10)

韓国における環境教育の発達の時期は，韓国におい

て環境教育に対する問題が議論され始め，教育的方案

を提示するための活動が展開されてきた1970年代以

降と，実質的な活動が開始された，80年代後半以降と

に大きく区分できる。すなわち，胎動期（1980年以前） 
→成立期（1981年 -1991年）→定着期（1992年以後）

という時代区分が可能である。

1981年は，具体的な環境教育の内容を規定した年で

ある。文教部第442号で告示された第４次教育課程の

総論における運営指針において，「自然保全，環境汚

染および人口問題に対する教育が効率的に成立するよ

うにする」ことが公表された。1987年，憲法第２章の

「国民の権利と義務」の第35条１項に，「環境権」が規

定された。11)

1985年から環境部は，各市道教育庁と協力して，全

国的に環境保全師範学校を運営している。同部は，２

年おきに予算と教育材料の支援を行っている。91年
には，韓国教育開発院内に，環境教育研究部が新設さ

れた。

1992年以後は定着期として位置づけられるが，こ

の時から教育部指定の環境教育師範学校の運営が開始

され，93年から全国的に拡大された。韓国教育開発院

は，各種の環境教育関連資料の開発および普及を図っ

た。特に第６次教育課程において環境科が独立するこ

とになった。関連教科を中心に，分散的に教育された

環境教育を新しい観点から組織して教科化し，地域

や，学校長の教育課程編成および運営に対する裁量を

拡大するという原則を定めた。さらに，第７次教育課

程では，学校の裁量により選択科目として，環境教育

に関する科目が採択されることになった。12)

1996年から，中・高等学校に第６次教育課程が施行

され，現場において環境教育を担当する教師を養成す

るため，いくつかの大学に環境教育学科が設置される

ことになった。もちろん，それ以前から現職教師たち

を対象にする副専攻としての資格研修は進められてお

り，2006年，環境科の副専攻資格研修を経た現職教師

は，約1000人以上に達している。独立教科としての

環境科目が始まり，師範大学システムの中で環境教育

という課程が始まり，中・高等学校の現職教師たちに

とって全く新しい科目であった「環境」が教え始めら

れてから，2007年現在で10年を経たことになる。そ

の間に多くの変化があったが，その変化に対する評価

は，評価者の境遇と観点により非常に多様である。た

だし，判断材料となる資料を見る限り，肯定的な評価

を下すことは難しいように思われる。公式の統計上，

全国で約1000か所の中・高等学校において「環境」科

目が選択されており，数万人の学生たちが「環境」を

履修していることになる。しかし，その教室内におけ

る実践の内実を考慮してみるならば，それにどれほど

の実質的な意味があり，私たちが期待するだけの水準

と内容をそなえた環境教育が実際に行われているのか

に関しては，疑問と不満は決して少なくはない。1996
年から2006年にかけて，任用を通じて選抜された環境

教師は総数54人に過ぎない。13)

環境教育を専攻した教師10人中，１人が教師になり

えたのみということである。環境を教えている教師

1000人中，700人は，厳密な意味で相変らず「環境教

育」に関しては無資格なのである。高校３年の環境科

の授業においては，受験対策のための自習が横行して

いて，中・高等学校では，教師による環境科の授業の
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代替に環境に関するビデオが上映されているのが実態

である。この２年間，韓国全土で環境科の専任教師と

して任用された教師はわずかに１名であり，大学の環

境教育科に在学中の学生たちも，そうした人事上の不

都合から，多くが転科，または副専攻への方向転換を

せざるを得ない状況となっている。14)

４－２　学校環境教育に対する分析と議論

４－２－１　環境倫理学的分析のための道具

現在まで，学校環境教育と環境倫理教育に対する先

行研究，学校環境教育を分析するための分析枠組を提

示する試みとしては，「環境教育目標の体系的構造モ

デル」（キム･ジョンホ他，1998），「教科別環境教育関

連内容体系」（チェ･ソクジン他，1999），「第７次教育

課程における教科別の環境教育体系の分析」（チェ･ソ

クジン他，1999）などがある。しかし，これらの分析

枠組は，主に学校環境教育の一般目標を達成するため

の諸要素の分析のために提案されたものであり，学校

環境教育の内容体系を分析する枠組としては部分的に

は役立つものの，環境倫理学的な側面から学校教育課

程と教科書内容を分析するに当たっては，これらを適

用するのは適切でないと思われる。これに学校環境教

育の分析のためのいくつかの要素を再検討し，環境倫

理学的立場から細分化し，留意した分析の準拠を提示

する。そして，それらの準拠を整理し，三種類の上位

要素による分析枠組と，それぞれの下位要素による分

析枠組を提示する。現在までの学校環境教育は，いか

に進展してきたのだろうか，また，学校環境教育の目

標と方向は，適切な倫理的基盤の上に成立していると

いえるのだろうか。

分析の準拠を体系的に整理すれば，次のとおりであ

る。

■　準拠Ａ： 環境教育の目標記述に対する分析

A-1：学校教育の目標達成

A-2：環境教育の目標達成

A-3：倫理教育の目標達成

■　準拠Ｂ：環境関連教科の内容体系に対する分析

B-1：目標達成の下位領域

 ・B-1-1：認識

 ・B-1-2：知識

 ・B-1-3：態度

 ・B-1-4：技能

 ・B-1-5：参加

B-2：教育目標の一般領域

 ・B-2-1：認識的領域

 ・B-2-2：情緒的領域

 ・B-2-3：心身的領域

B-3：中学校環境関連教科の連係性

 ・B-3-1：目標体系の連係性

 ・B-3-2：内容体系の連係性

 ・B-3-3：内容構成の連係性

■　準拠Ｃ：環境関連教科の内容に対する分析

C-1：環境に対する認識の態度

 ・倫理的接近

 ・科学・技術的接近

 ・非倫理的接近

C-2：環境に対する知識の範囲

 ・C-2-1：環境に対する基本知識と原理

 ・C-2-2：環境の範囲に対する認識

 ・C-2-3：知識の領域に対する主要学問分野

C-3：環境に対する態度および価値観

 ・人間中心的環境論

 ・非人間中心的環境論

 ・全体論的人間中心主義

C-4：環境問題に対する技能習得

 ・環境の開発中心的立場

 ・環境の保存中心的立場

 ・環境の保護中心的立場

C-5：環境問題に対する参加の範囲

 ・家庭および学校水準

 ・地域社会水準

 ・国家水準

特に準拠Ｃでは，環境関連教科書の内容と，構成全

般に見られる環境倫理学的観点を把握して，その問題

点を探ってみた。これを整理すれば，次のようになる。
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４－２－２　教育課程の目標と内容体系分析

教育課程は，一定の学生たちに何をどのように教育

させるのかを国家水準で規定し，確定･告示した意図

的で文書化された計画である。学生に，価値があると

判断される知識，技能，態度を持つように，教育目標

と教育内容を明示し，学習効果を高めるための運営計

画，学習指導，評価などに対する指針が提示される。

このような側面で，国家水準で用意された教育課程の

目標と内容は，環境教育の方向設定のため最も基本的

な枠組であるということができる。韓国の教育課程

は，建国以後，七回にわたって，改正を繰り返し，現

在は1997年に告示された第７次教育課程によって運

営されている。環境教育の側面では，第７次教育課程

は，第６次教育課程に比べて人間の生活の根拠地の環

境に対する感受性が強調されて，創意的な態度で環境

問題の解決方案を自ら探求していく学生活動を重視し

ていることが明示されている。（教育部，1997a:817）
また，第７次教育課程での行動目標の記述によれば，

環境の重要性と，人間の環境に対する影響と役割を正

しく認識することが強調され，環境と環境問題を調査

して観察する多様な活動を通じて，感受性を育成する

ことが強調されている。そして，環境のための態度を

備え，環境保全活動に参加することを最終目標にして

いる。

４－３　環境関連教育課程の内容体系の分析

環境教育においては，教育課程で提示された環境教

育の目標そのものより，これらの目標が環境教科でど

のように体系化され，教師が実際に授業のためにこれ

らをどれだけよく組織して構造化するかが，より重要

な問題である。韓国では，国家水準の教育課程で幼稚

園・小・中・高等学校の一般教育目標を提示して，同

時に各教科の教育目標を提示しているだけではなく，

各教科の内容体系を提示している。そして，この内容

体系は，教科書の編集指針になっている。それでは，

第７次教育課程の環境関連教育課程で提示している内

容体系はどのように構成され，内容はどのように記述

されているのだろうか。

４－３－１　中学校教育課程の内容体系の分析

まず，第７次教育課程に提示されている中学校「環

境」教育課程の内容体系は＜表 2＞のとおりである。

＜表２＞中学校「環境」教育課程の内容体系

領域 内容

Ⅰ．人間と環境

１．人間と環境
・環境とは何か
・環境を構成する

要素

２．環境の変化
・人間活動と環境

変化
・環境保全と開発

Ⅱ．環境問題
とその対策

１．資源は生活
の原動力

・人間生活と資源
・限定された資源
と拡大する資源
の使用量

２．守らねばな
らない生活環境

・澄んで爽快な空
気

・清潔で豊かな水
・再利用されるゴミ

３．地球の環境
問題

・温暖化する地球
・縮小する山林と拡

大する砂漠地域
・消滅する生物種

Ⅲ．環境保全

１．環境保全の
ために実践し
なければなら
ない行動

・我々の家で
・我々の学校で
・我々の町内で

２．快適な環境
づくり

・快適な環境と生
活の質

・地球を生かそう

＜表２＞を中単元と小単元で提示された領域と内容を

中心に準拠Ｂに照らして分析した結果は ＜表V-5＞の

とおりである。

＜表１＞準拠Ｃの分析基準

準拠 下位要素 ＋ ± －

C-1 認識態度 倫理的接近 科学・技術的接近 非倫理的接近

C-2
基本知識 適用中心 理解中心 知識中心

環境範囲 自然環境+人工環境 自然環境 人工環境

学問分野 人文・社会的領域 心身的領域 科学・技術的領域

C-3 態度および価値観 全体論的人間中心主義 非人間中心主義 人間中心主義

C-4 技能習得 保存中心 保護中心 開発中心

C-5 参加の範囲 家庭および学校水準 地域社会水準 国家水準
(下位要素と非常に密接な関連がある場合は「＋」表示，若干の関連がある場合は「±」表示，関連がない場合には「－」表示が付されている)
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＜表３＞に現われた結果を検討すると，次のような

事実が分かる。

第一に，環境教育の目標達成のための五つの段階

は，それを体系的な構成をねらいとしている。すなわ

ち，認識の段階をまず先に提示して，知識と技能，態

度の順序で，課程が構成されている。しかし，全体的

な分布を見れば，基本的な原理と知識の習得が重視さ

れており，必要以上に知識の領域に重点が置かれた構

成であるといえる。これは，中学校の水準で強調され

なければならない環境と環境問題に対する認識の領域

とともに，環境に対する関心を導いて行く内容体系が

充分でないことを示しており，このような体系は，中

学校の環境教育目標達成に十分ではないといえる。

第二に，環境教育の内容選定と組職は，初期段階で

は定義的目標を強調し，教育段階が上がるほど相対的

に認知的目標の比重を増加していかなければならない。

すなわち，中学校の水準では，認知的目標より正義的

目標を強調するように構成されなければならない。し

かし，環境教育の初期段階から環境教科を知識中心の

教科で理解するようにしていることに問題がある。し

たがって，「中学校環境教科の内容が知識中心的と言う

よりは，脈絡中心的な接近をしているようにみえる」

とするキム・ヒョンジョンの指摘は適切ではない。15)

第三に，環境倫理の領域が疎かにされている。まだ

世界観と価値観が完成されていない中学校の水準で

は，環境問題に倫理的・哲学的にアプローチし，長期

的に環境と生態に関する態度と価値観，そして生態学

的な世界観を持つようにする基本的な素養教育を実施

するのが重要だと言える。しかし，実際にはこのよう

な環境倫理学的な接近よりは，技術と科学に基盤をお

いた環境科学の領域に重点がおかれている。勿論，私

たちが，生物と無生物で構成された実在環境に対する

知識に，認識論的に近付くことができる一番優先的な

通路は科学だろう。そして，科学は私たちに環境を研

究する方法を提供してくれ，人間と環境の関係に関す

る問題解決能力を含んだ哲学も提供してくれる。しか

し，科学的方法が，常に環境の本質を客観的に理解し

うるようにしてくれるわけでも，客観的知識の形成が

できるようにするわけでもない。

第四に，環境の教育は，他の教科とは違い実践的性

格が強いので，参加の領域が重要だといえる。特に，

中学生の立場で環境問題の解決に参加できる方法と機

会を提供できるような構成が不足している。学生自ら

環境に関して考え，批判できる土台を提供しなければ

ならない。

以上の分析を総合して見れば，中学校の内容体系は教

育課程の目標を具現するための体系的戦略が充分でな

く，環境教育の効果を上げるための前提条件が無視され

ているといえる。本格的に環境教育を始める段階と言え

る中学校の環境教育体系は，環境に対する関心を高め

て，環境の危機や深刻性を理解して悟ることができ，自

分の生活で環境を保護する親環境的行為を導いて行くこ

とができるように構成されなければならない。また，自

然保護やごみを出さない，分別収集などの消極的環境運

動から脱して，すべての生命を尊重して生命共同体意識

を涵養する積極的で直接的な環境教育の要素と，節制と

倹約などを重視する経済的環境倫理の間接的な要素を結

合して提示することで，統合学問的な環境教育の性格を

反映するようにしなければならない。

４－３－２　高等学校教育課程の内容体系の分析

次に，第７次教育課程に提示されている高等学校の

「生態と環境」教育課程の内容体系を調べた結果を＜表

４＞に示す。

＜表４＞に示された高等学校「生態と環境」教育課

程の内容体系は，大きく環境に対する認識，環境に対

＜表３＞中学校「環境」教育課程内容体系分析（準拠Ｂ）

領域 認識 知識 態度 技能 参加 総合

I
１ ＋ ± － － － 知識

２ － ＋ － － － 知識

II

１ － ＋ － － － 知識

２ － ＋ － － － 知識

３ － ＋ － － － 知識

III
１ － － ＋ ＋ ＋ 態度+技能+参加

２ － － ＋ － ± 態度

(下位要素と非常に密接な関連がある場合は「＋」表示，若干の関連がある場合は「±」表示，関連がない場合には「－」表示で表されている)
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する知識，環境に対する態度によって構成されている。

＜表４＞高等学校「生態と環境」教育課程の内容体系

領　　　域 内　　　容

Ⅰ．人間と環境
１．自然環境と人間
２．環境問題の発生

Ⅱ．生態系と環境
１．生態系の基本原理
２．生態系の平衡

Ⅲ．環境汚染

１．大気汚染
２．水質汚染
３．土壌汚染とその流失
４．廃棄物汚染及びその他

Ⅳ．地球的環境問題
と対応

１．地球温暖化
２．酸性雨
３．オゾン層破壊
４．放射能汚染

Ⅴ．環境と社会
１．環境思想と環境倫理
２．環境政策
３．環境と経済

Ⅵ．環境保全

１．自然とエネルギー
２．生物の多様性及び自然保全
３．環境保護運動
４．地球環境危機の克服

詳細な領域においては，社会・文化的な次元で人間

と自然の関係を理解するようにし，生態学的知識と環

境科学的領域の接近を通じて，環境と環境問題に対す

る認知的理解を助けるような試みがなされ，政治・経

済・倫理学的な側面で生活の中の環境に関する決まっ

た意識の形成を助けるように構成されているといえ

る。これを準拠Ｂによって分析した結果は＜表５＞の

とおりである。

＜表５＞に提示された分析表を解釈すれば，次のよ

うな結果を得ることができる。

第一に，環境教育の目標達成のための下位戦略の五

つの要素のうち，知識の領域が多くの割合を占めてい

る。このような結果から，高等学校の「生態と環境」

教科が，認知的能力を重視して，環境科学や生態学的

知識の涵養に重きを置いていると判断することができ

る。このことは，全体的な環境教科の内容体系が，目

標達成のための適切な体系を築けていないことを示し

ている。

第二に，高等学校の水準では，認識の段階や知識の

段階に劣らず，技能の段階が重要である。すなわち，

環境に対する認識と知識を土台として，これを解決す

ることができる技能を育てることが重要である。しか

し，上の分析表によれば，技能の領域が非常に不足し

ていることが分かる。このように技能の領域が不足し

ている体系は，参加の過程で実際的な役目を果たせな

い可能性を持っているといえる。

第三に，環境教育の目標の側面から見れば，知識の

＜表５＞高等学校「生態と環境」教育課程の内容体系分析（準拠Ｂ）

領域 認識 知識 態度 技能 参加 総合

I
１ ＋ ± － － － 認識

２ ＋ ± － － － 認識

II
１ － ＋ － － － 知識

２ － ＋ － － － 知識

III

１ ± ＋ － － － 知識

２ ± ＋ － － － 知識

３ ± ＋ － － － 知識

４ ± ＋ － － － 知識

IV

１ ± ＋ － － － 知識

２ ± ＋ － － － 知識

３ ± ＋ － － － 知識

４ ± ＋ － － － 知識

V
１ － ± ＋ － － 態度

２ － ± ＋ － － 態度

３ － ± ＋ － － 態度

VI

１ ± ＋ － － － 知識

２ ± ＋ － － － 知識

３ － － ＋ ± ± 態度･参加

４ － － ± ± ＋ 参加･態度
(下位要素と非常に密接な関連がある場合は「＋」表示，若干の関連がある場合は「±」表示，関連がない場合には「－」表示で表されている)
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領域が教科の多くの部分を占めているため，この課程

は，環境に関する基本的な原理と知識の習得には適切

だといえる。しかし，環境素養人の育成は，環境に関

する豊かな知識を習得させることによってのみ可能と

なるのではない。高等学校の環境教育は，環境問題を

解決することができる技能を育て，これを健全な価値

観として内面化させ，生活周辺の環境問題解決に直接

参加するように導くことに目的がある。それゆえ，環

境教科は，この目的に合致するように構成されなけれ

ばならない。

第四に，中学校の「環境」教科とは違い，環境倫理

の領域が一単元を占めることで，環境問題に対する倫

理的接近を試みていることは望ましいといえる。しか

し，高等学校においては，環境倫理は多様な倫理的接

近の立場を紹介することで自ら環境に対する決まった

価値観と態度を形成するように導かなければならな

い。すなわち，規範的な環境倫理的知識の伝達に重点

を置けば，むしろ環境倫理に対する拒否感を招く恐れ

がある。それゆえ，環境倫理の領域は，環境倫理の多

様な立場に接するようにしつつ，事実は他の単元の中

で融合されて，実践意志を育てるように構成されなけ

ればならない。

第五に，環境教育の基本的な目標達成のための内容

構成が不足している。韓国の国家的・地理的特殊性，

すなわち，狭小な国土，過剰な人口，不足した資源，

産業化の追求などにともなう開発中心の自然観，人間

中心の環境観が過度に強調され優位を占めていること

によって，自然中心，生態中心の価値観を育成しよう

とする環境教育の目的とは懸隔が見られる。また，環

境教育と直接関連がない教科の場合，開発と発展を同

一視して，人間のレジャーのために自然景観を傷つけ

る行為などを当然視する内容が多く含まれている。

以上の分析を総合してみれば，高等学校の環境教育

内容体系は，高い水準の環境教育を志向しようとする

意図を見せていると言える。しかし，高い水準の環境

教育は，難しい内容で構成されなければならないとい

うことを意味しない。これは，単純に環境に対する情

報と知識を伝達して，現象に対する理解を追求するの

ではなく，環境問題を総合的に分析して判断できるよ

うに体系化することを意味する。また，中学校の内容

体系と連携し，一貫性を維持することが望ましいが，

中学校の認知的水準を深化して難しい内容体系で構成

したことは，環境教育の基本的な役割を遂行するには

むしろ逆に作用していると見られる。

そして，高校生の発達段階に適合した多様な価値と

態度を提示して，これを自ら内面化できる環境倫理が

より一層強化されなければならないにもかかわらず，

相変らず環境倫理の理論的紹介に留まっていること

も，内容体系が持っている弱点として指摘することが

できる。環境倫理教育は，環境倫理の知識に対する教

育でなく，参加的行動を引き出すことができる価値観

育成の教育に，なるべくすべての単元を統合しなけれ

ばならない。したがって，現在の高等学校の環境教育

内容体系は，高等学校の環境教育水準としては適切で

ないと言える。

これらを総合的に判断すれば，韓国の学校環境教育

は，教育課程目標と内容体系，そして環境教科書の内

容が互いに有機的に連結しえず，その結果として，環

境教育の目標を達成するための体系的な戦略を備えら

れずにいる。また，環境教科の内容体系を，国家水準

で制限することによって，多様な観点と内容の提示を

特徴とする環境教育の役割の発揮を阻害しているとい

える。特に，環境に対する健全な価値と態度を涵養す

ることができる環境倫理領域の比重が，認知的領域に

比べて非常に不十分であり，環境問題を，直接体験し

て解決方法を探求する参加的活動が，教育課程の内容

体系構成や実際内容においては適切に反映されていな

いという実態を確認することができる。

韓国における学校環境教育は30年を経過したが，学

校環境教育はまだいくつかの問題点を内包している。

特に，環境倫理学的観点で環境問題に対するディー

プ・エコロジー的な接近と，これを取り入れた環境教

育の体系化が不十分であることが顕著である。

５．おわりに

学校環境教育の目標と性格および環境倫理に関する

理論的基礎に対する議論を土台に，韓国の学校環境教

育を環境倫理学的に分析した結果，次のような結論に

到達した。

①　学校環境教育は，環境に関する健全な価値観と

態度をそなえ，環境問題を解決できる環境素養人

の養成を目的にする。環境倫理教育は，学校環境

教育内に含まれており，親環境的価値観と態度を

育成する役割を担当する。しかし，中・高等学

校の環境教育関連教育課程目標と内容体系，そし

て教科書を分析した結果，環境教育の目標達成の

ための体系的な枠組みと環境倫理学的戦略は，い

まだ十分に組織されていない。特に，学校環境教

育の方向を決定する実際的な活動のなかにおいて
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は，環境倫理の領域の占める比重は小さい。環境

に関する基本的な知識と原理の習得と共に，環境

倫理教育が学校環境教育の核心となるべきであ

る。

②　人類が永らく当然視してきた人間中心的環境論

や，極端な生態中心的環境観は，学校環境教育の

ための環境倫理として妥当でないと言える。現在

に至るまで，環境倫理に対する多様な議論が交わ

されているが，学校環境教育のための統合的環境

倫理として，学校教育と環境教育の機能を充足す

ると同時に，固有な役割を担当できる全体論的人

間中心主義を提案した。 
③　環境関連教育課程の目標と内容体系および教科

書の内容分析の結果を見ると，中学校と高等学校

の環境関連教育課程の目標は妥当でないと言え

る。中学校と高等学校においては，知識の領域を

最も多く提示しているが，中学校の場合，知識や

参加よりは態度を，高等学校の場合，知識よりは

技能と参加をさらに強調することができるよう

に，カリキュラムを再編成しなければならない。 
④　環境関連教育課程や教科書における環境倫理領

域の比重は大変少なく，学校環境教育のための倫

理観の確立が不十分である。環境関連の教科書

は，情緒的領域や心身領域よりは，認知的領域を

中心に執筆されており，基本的に人間中心的環境

論を前提としている。もちろん，価値観と態度を

形成する教育は非常に慎重な接近を必要とする

が，環境に関する国際的，かつ政治的な幅広い見

識と生態中心的世界観を持つように教育すること

こそが，環境問題の究極的な解決のためには重要

である。

⑤　学校環境教育は，知識の育成を究極的目的とす

る既存の教科教育とは違って，人間の実際問題を

念頭に置いて新しく導入された教科領域である。

したがって，学校環境教育では，環境と環境問題

に関する知識と理論の育成も重要だが，環境に関

する健全な価値観と態度を持つことによって，環

境問題の解決のために自発的に参加する「環境素

養人」を育てることができる環境倫理教育がより

一層重要だと言える。すなわち，学校環境教育は，

既存の学校教育の役割を越えて，合理的で望まし

い意志決定をして，これを参加という形で実践す

る一連の統合的な生活過程とならなければならな

い。

⑥　学校環境教育は，画一的な知識中心の教育から

脱却して，全体論的人間中心主義による環境倫理

教育に転換されなければならない。全体論的人間

中心主義では，生態系構成員がそれぞれの機能を

理解して，共同体内でそれぞれの役割を持ち，そ

して，みずからが環境共同体の一員であることを

自覚して，自然と環境を大切にする心を育てる。

したがって，環境問題を自身の問題としてではな

く，人類全体の問題として認識できるマクロ的な

見識を持つように導き，環境保全に自発的に参加

する態度を涵養することが，学校環境教育の主目

的であるといえる。また，学校のすべての教育活

動を，生態学的観点から計画･実行する総体的な

学校環境教育へと移行させなければならない。

本稿では，環境倫理学的な側面から，環境関連教育

課程の目標と内容体系，環境関連教科書の分析に重点

を置きつつ検討した結果，韓国の中・高等学校環境教

育が内包している問題点が明らかにされた。しかし，

今後の学校環境教育の発展のため，より持続的な研究

と努力が続けられねばならないだろう。

今後，学校環境教育のための統合的環境倫理観への

合意が形成されるならば，これを土台に，より一層精

緻で深みある分析枠組が完成されるという可能性があ

るのである。

 (指導教員　金森修教授 )
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